
証券コード：6136

第106回定時株主総会招集ご通知
 開催日時　2019年2月16日（土曜日）　午前10時 （受付開始：午前9時）
 開催場所　愛知県豊川市一宮町宮前149番地
　　　　　 オーエスジーアカデミー　グローバルテクノロジーセンター
　　　　　 （会場につきましては末尾の会場ご案内図をご参照ください。）

書面及びインターネット等による議決権行使期限
  2019年2月15日（金曜日）午後4時50分

決議事項
  第1号議案　剰余金の処分の件
  第2号議案　取締役（監査等委員である取締役を除く。）2名選任の件
  第3号議案　補欠の監査等委員である取締役1名選任の件
  第4号議案　役員賞与の支給の件
  第5号議案　取締役（監査等委員である取締役を除く。）に対する譲渡
  　制限付株式の付与のための報酬額決定の件
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◎当日ご出席の際は、お手数ながら同封の議決権行使書用紙を会場受付にご提出くださいますようお願い申しあ
げます。また、議事資料として本冊子をご持参くださいますようお願い申しあげます。なお、株主ではない代
理人及び同伴の方など、議決権を行使することができる株主以外の方はご入場いただけませんので、ご注意く
ださい。

◎本招集ご通知に際して提供すべき書類のうち、連結計算書類の連結注記表、計算書類の個別注記表につきまし
ては、法令及び当社定款第 18 条の規定に基づき、インターネット上の当社ウェブサイト
（https://www.osg.co.jp/）において掲載しておりますので、本招集ご通知の添付書類には記載しておりませ
ん。なお、会計監査人及び監査等委員会が監査した連結計算書類及び計算書類は、本招集ご通知に記載の各書
類のほか、連結計算書類の連結注記表及び計算書類の個別注記表となります。

◎事業報告、連結計算書類、計算書類及び株主総会参考書類に修正が生じた場合は、インターネット上の当社ウ
ェブサイト（https://www.osg.co.jp/）において、修正後の事項を掲載させていただきます。
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(証券コード 6136)
2019年１月25日株 主 各 位

愛知県豊川市本野ケ原三丁目22番地

代表取締役社長石 川 則 男
　 第106回定時株主総会招集ご通知　
拝啓 平素は格別のご高配を賜り厚くお礼申しあげます。
　さて、当社第106回定時株主総会を下記により開催いたしますので、ご出席くだ
さいますようご案内申しあげます。
　なお、当日ご出席願えない場合には、書面又はインターネット等によって議決権
を行使することができますので、お手数ながら後記の株主総会参考書類をご検討く
ださいまして、2019年２月15日（金曜日）午後４時50分までに議決権を行使して
くださいますようお願い申しあげます。

敬 具
記

１．日 時 2019年２月16日（土曜日）午前10時（受付開始：午前９時）
２．場 所 愛知県豊川市一宮町宮前149番地

オーエスジーアカデミー グローバルテクノロジーセンター
(会場につきましては末尾の会場ご案内図をご参照ください。）

３．目 的 事 項
報告事項 １. 第106期（2017年12月１日から2018年11月30日まで）

事業報告、連結計算書類並びに会計監査人及び監査等委員会の連結計算
書類監査結果報告の件

２. 第106期（2017年12月１日から2018年11月30日まで）
計算書類報告の件

決議事項 第１号議案 剰余金の処分の件
第２号議案 取締役（監査等委員である取締役を除く。）２名選任の件
第３号議案 補欠の監査等委員である取締役1名選任の件
第４号議案 役員賞与の支給の件
第５号議案 取締役（監査等委員である取締役を除く。）に対する譲渡制限

付株式の付与のための報酬額決定の件
以 上
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当日ご出席いただける場合

株主総会開催日時

2019年2月16日（土曜日）
午前10時

〔受付開始：午前9時〕

同封の議決権行使書用紙をご持参 
いただき、会場受付にご提出ください。
開会直前には会場受付が大変混雑 
いたしますので、お早めのご来場を 
お願い申しあげます。

議決権行使 についてのご案内
5頁以降の株主総会参考書類をご検討いただき、
以下のいずれかの方法により、議決権をご行使くださいますようお願い申しあげます。

● 株主総会へ出席 ●

議決権行使
書

（1） 書面とインターネット（「スマート行使」を含む。）等により二重に議決権を行使された場合は、インターネット（「スマート行使」を含む。）等によるもの 
を有効な議決権行使として取り扱わせていただきます。

（2） インターネット（「スマート行使」を含む。）等により議決権を複数回行使された場合は、最後に行われたものを有効な議決権行使として取り扱わせて 
いただきます。

重複して行使された議決権の取扱いについて

ご不明な点につきましては、
以下にお問い合わせくださいますようお願い申しあげます。
株主名簿管理人　三井住友信託銀行株式会社　証券代行部
議決権行使について  0120-652-031（9:00～21:00）
その他のご照会  0120-782-031（平日9:00～17:00）

当日ご出席いただけない場合

2019年2月15日（金曜日）
午後4時50分到着分まで

2019年2月15日（金曜日）
午後4時50分行使分まで

行使期限 行使期限
● 書面による議決権行使 ● ● 「スマート行使」によるご行使 ●

同封の議決権行使書用紙に議案に 
対する賛否をご表示いただき、行使 
期限までに当社株主名簿管理人に 
到着するようご返送ください。

同封の議決権行使書用紙の右下 
「スマートフォン用議決権行使ウェブ 
サイトログインQRコード®」をスマート
フォンかタブレット端末で読み取ります。

議決権行使
書

議決権行使書

● インターネットによるご行使 ●

2019年2月15日（金曜日）
午後4時50分行使分まで

行使期限

にアクセスし、同封の議決権行使書用紙
に記載の議決権行使コード及びパスワード
をご利用のうえ、画面の案内に従って 
議案に対する賛否をご登録ください。

パソコン、スマートフォン又は
携帯電話等から、

議決権行使ウェブサイト
https://www.web54.net

詳細につきましては次頁をご覧ください。詳細につきましては次頁をご覧ください。

― 3 ―

定時株主総会招集通知 （宝印刷）  2019年01月15日 17時45分 $FOLDER; 4ページ （Tess 1.50(64) 20181220_01）



議決権行使書

③

④

● 「スマート行使」によるご行使 ● ● インターネットによるご行使 ●

同封の議決権行使書用紙の右下「スマートフォン
用議決権行使ウェブサイトログインQRコード®」を
スマートフォンかタブレット端末で読み取ります。

表示されたURLを開くと
議決権行使ウェブサイト画面が開きます。
議決権行使方法は２つあります。

画面の案内に従って各議案の
賛否をご入力ください。

確認画面で
問題なければ 
「この内容で
行 使 する 」 
ボタンを押し
て行使完了！

※ 議決権行使ウェブサイトをご利用いただく際の接続料金及び通信料金等は株主様のご負担となります。
※ インターネットのご利用環境、ご加入のサービスやご使用の機種によっては、議決権行使ウェブサイトをご利用いただけない場合があります。

① 議決権行使ウェブサイトへアクセスする①スマートフォン用議決権行使ウェブサイトへアクセスする

②議決権行使ウェブサイトを開く

③各議案について
　個別に指示する

④ 全ての会社提案議案 
について「賛成」する

※ QRコード®は、株式会社
デンソーウェーブの 
登録商標です。

一度議決権を行使した後で行使内容を変更される場合、再度QRコード®を読み取り、 
同封の議決権行使書用紙に記載の「議決権行使コード」「パスワード」をご入力いただく 
必要があります（パソコンから、議決権行使ウェブサイト https://www.web54.net へ
直接アクセスして行使いただくことも可能です）。

同封の議決権行使書
用紙に記載の「議決権
行使コード」をご入力
ください。

同封の議決権行使書
用紙に記載の「パス
ワード」をご入力くだ 
さい。

②ログインする

③パスワードを入力する

https://www.web54.net

 以降は画面の案内に従って賛否をご入力ください。

議決権行使コード

パスワード

クリック
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株主総会参考書類

　議案及び参考事項
　 第１号議案 剰余金の処分の件
　 期末配当に関する事項

　配当につきましては、連結ベースでの配当性向30％以上を基本方針に、今後の当社グ
ループをとりまく経営環境や業績見通しなどを総合的に勘案し、適正な成果の配分を基本
としております。
　第106期につきましては、下記のとおりといたしたいと存じます。

　 (1) 株主に対する配当財産の割当てに関する事項及びその総額
　 当社普通株式１株につき金25円 総額2,449,873,025円

（うち、普通配当24円、創立80周年記念配当１円）
なお、中間配当金を含めました当期の年間配当金は、１株につき47円となります。

　 (2) 剰余金の配当が効力を生じる日
　 2019年２月18日
　
　

定時株主総会招集通知 （宝印刷）  2019年01月15日 17時45分 $FOLDER; 6ページ （Tess 1.50(64) 20181220_01）



招
集
ご
通
知

事
業
報
告

連
結
計
算
書
類

計
算
書
類

監
査
報
告
書

株
主
総
会
参
考
書
類

― 6 ―

　 第２号議案 取締役（監査等委員である取締役を除く。）２名選任の件
　本総会終結の時をもって取締役（監査等委員である取締役を除く。）石川則男は、任期
満了となります。
　つきましては、取締役２名（監査等委員である取締役を除く。）の選任をお願いするも
のであります。
　取締役（監査等委員である取締役を除く。）候補者は、次のとおりであります。

候補者
番 号

ふりがな
氏 名
(生年月日)

所有する当社の株式数
略歴、当社における地位及び担当並びに重要な兼職の状況

１

いし かわ のり お

石 川 則 男
(1955年12月23日生)

96,031株

1983年５月 オーエスジー タップ アンド ダイ インコーポレーテッド（現
オーエスジー ユーエスエー インコーポレーテッド）出向

1999年８月 オーエスジー ヨーロッパ エスエイ取締役社長
2001年２月 取締役
2003年２月 執行役員
2004年２月 取締役
2004年12月 オーエスジー ヨーロッパ エスエイ取締役会長
2004年12月 取締役

デザインセンター長
2006年12月 デザインセンター、海外営業本部担当

経営監査室担当（現任）
2007年２月 代表取締役社長兼最高執行責任者 (COO)
2009年６月 経営企画室担当（現任）
2013年12月 企画部担当
2014年６月 グローバルマーケティング部担当
2016年10月 新ビジネス開発室担当
2017年２月 代表取締役社長兼最高経営責任者 (CEO) （現任）

オーエスジー ヨーロッパ エスエイ取締役（現任）
［重要な兼職の状況］
日本ハードメタル㈱取締役
三和精機㈱取締役
オーエスジー ユーエスエー インコーポレーテッド取締役
オーエスジー ヨーロッパ エスエイ取締役
韓国オーエスジー㈱理事
大宝精密工具股份有限公司董事長
欧士机（上海）精密工具有限公司董事長
オーエスジー アジア ピーティーイー リミテッド取締役
オーエスジー タイ カンパニー リミテッド取締役
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候補者
番 号

ふりがな
氏 名
(生年月日)

所有する当社の株式数
略歴、当社における地位及び担当並びに重要な兼職の状況

２

新 任
おお さわ のぶ あき

大 沢 伸 朗
(1968年４月１日生)

422,537株

1997年11月 ノーマン タップ アンド ダイ リミテッド（現オーエスジー ユ
ーケー リミテッド）出向

1999年９月 同社副社長
2003年10月 オーエスジー ユーケー リミテッド代表取締役（現任）
2004年12月 オーエスジー ヨーロッパ エスエイ代表取締役社長
2006年２月 執行役員欧州統括担当
2010年２月 常務取締役
2011年12月 南アジア担当（現任）
2013年12月 国内営業担当（現任）
2014年１月 オーエスジー ヨーロッパ エスエイ代表取締役会長（現任）
2015年12月 企画部担当（現任）
2016年９月 (公財)大澤科学技術振興財団理事長（現任）
2018年２月 常務執行役員（現任）
2018年12月 グローバルマーケティング部担当（現任）
［重要な兼職の状況］
オーエスジー ユーケー リミテッド代表取締役
オーエスジー ヨーロッパ エスエイ代表取締役会長
韓国オーエスジー㈱理事
欧士机（上海）精密工具有限公司董事
オーエスジー アジア ピーティーイー リミテッド取締役
オーエスジー タイ カンパニー リミテッド取締役
(公財)大澤科学技術振興財団理事長

　

(注) １. 当社は、取締役候補者石川則男氏の重要な兼職先の９社のうち、オーエスジー ヨーロッパ エスエイ
を除く８社との間に、製品の販売その他につき取引関係があります。

２. 当社は、取締役候補者大沢伸朗氏の重要な兼職先の７社のうち、オーエスジー ヨーロッパ エスエ
イ、(公財)大澤科学技術振興財団を除く５社との間に、製品の販売その他につき取引関係がありま
す。

３. 石川則男氏を取締役候補者とした理由は、以下のとおりであります。同氏は、当社入社以来、海外事
業部門、設計開発部門等の幅広い分野での実務を通じて、豊富な経験と知識を有しております。ま
た、2007年２月から代表取締役社長兼最高執行責任者（COO)、2017年２月から代表取締役社長兼
最高経営責任者（CEO)として当社グループの経営を担っており、強いリーダーシップで当社グルー
プの事業を牽引しております。取締役会の構成員として、情報の共有を図り、また、豊富な経験と実
績を活かして、取締役会の意思決定の更なる強化が期待されるため、引き続き、取締役として選任を
お願いするものです。
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４. 大沢伸朗氏を取締役候補者とした理由は、以下のとおりであります。同氏は、当社入社以来、海外事
業部門、営業部門等の幅広い分野での実務を通じて、豊富な経験と知識を有しております。また、
2010年２月から2018年２月まで常務取締役として、2018年２月から常務執行役員として当社グル
ープの経営に関与しており、当社グループの事業を牽引しております。取締役会の構成員として、情
報の共有を図り、また、豊富な経験と実績を活かして、取締役会の意思決定の更なる強化が期待され
るため、取締役として選任をお願いするものです。
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　 第３号議案 補欠の監査等委員である取締役１名選任の件
　法令に定める監査等委員である取締役の員数を欠くことになる場合に備え、あらかじめ
補欠の監査等委員である取締役１名の選任をお願いするものであります。
　なお、本議案につきましては監査等委員会の同意を得ております。
　また、本選任の効力につきましては、その就任前に限り、監査等委員会の同意を得て、
取締役会の決議により取り消すことができるものといたします。
　補欠の監査等委員である取締役候補者は、次のとおりであります。
ふりがな
氏 名
(生年月日)

所有する当社の株式数
略歴及び重要な兼職の状況

はら くに ひこ

原 邦 彦
(1947年１月２日生)

0株

1998年６月 ㈱デンソー取締役
2002年６月 ㈱デンソー取締役退任
2002年６月 ㈱日本自動車部品総合研究所専務取締役
2005年６月 ㈱日本自動車部品総合研究所専務取締役退任
2005年６月 ㈱コンポン研究所常務取締役
2007年６月 ㈱コンポン研究所取締役副所長
2010年６月 ㈱コンポン研究所取締役副所長退任、顧問
2010年７月 国立大学法人豊橋技術科学大学テーラーメイド・バトンゾーン教育推

進本部特命教授
2011年５月 ㈱コンポン研究所取締役顧問退任
2016年４月 国立大学法人豊橋技術科学大学副学長（研究力強化担当）
2018年５月 国立大学法人名古屋大学特任教授 （イノベーション戦略室）（現任）
2018年６月 国立大学法人豊橋技術科学大学名誉教授（現任）

　

(注) １. 補欠の監査等委員である取締役候補者と当社との間には、特別の利害関係はありません。
２. 原邦彦氏は、補欠の監査等委員である社外取締役候補者であります。
３. 原邦彦氏が監査等委員である取締役として就任された場合、当社は同氏を東京証券取引所及び名古屋
証券取引所の定めに基づく独立役員として指定する予定であります。

４. 原邦彦氏を補欠の監査等委員である社外取締役候補者とした理由は、学識経験者及び企業経営者とし
ての豊富な経験と幅広い見識を有しており、当社の監査等委員である社外取締役としての職務を適切
に遂行いただけるものと判断したためであります。

５. 原邦彦氏が監査等委員である取締役に就任した場合、当社は同氏との間で会社法第427条第１項及び
当社定款の規定による責任限定契約を締結する予定であります。当該契約に基づく会社法第423条第
１項の損害賠償責任の限度額は、法令が規定する最低責任限度額であります。
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　 第４号議案 役員賞与の支給の件
　当期末時点の取締役（監査等委員である取締役を除く。）１名に対し、当期の実績、そ
の他諸般の事情を勘案し、役員賞与105,000,000円を支給することといたしたいと存じま
す。
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第５号議案 取締役（監査等委員である取締役を除く。）に対する譲渡制限付株式の付与の
ための報酬額決定の件

当社の取締役（監査等委員である取締役を除く。）の報酬等の額は、2016年２月20日開
催の第103回定時株主総会において、年額396百万円以内とご承認いただいております。
今般、当社は、役員報酬制度の見直しの一環として、当社の取締役（監査等委員である取
締役を除く。以下「対象取締役」という。）に当社の企業価値の持続的な向上を図るイン
センティブを与えるとともに、株主の皆様との一層の価値共有を進めることを目的とし
て、上記の報酬枠とは別枠で、対象取締役に対して、新たに譲渡制限付株式の付与のため
の報酬を支給することといたしたいと存じます。
本議案に基づき、対象取締役に対して譲渡制限付株式の付与のために支給する報酬は金

銭債権（以下「金銭報酬債権」という。）とし、その総額は、上記の目的を踏まえ相当と
考えられる金額として、年額200百万円以内といたします。また、各対象取締役への具体
的な支給時期及び配分については、指名・報酬委員会へ諮問し、その答申を受けたうえ
で、取締役会の決議により決定することといたします。
現在の取締役（監査等委員である取締役を除く。）は１名（うち社外取締役０名）であ
りますが、第２号議案「取締役（監査等委員である取締役を除く。）２名選任の件」が原
案どおり承認可決されますと、取締役（監査等委員である取締役を除く。）は２名（うち
社外取締役０名）となります。
また、対象取締役は、当社の取締役会決議に基づき、本議案により支給される金銭報酬

債権の全部を現物出資財産として払込み、当社の普通株式について発行又は処分を受ける
ものとし、これにより発行又は処分をされる当社の普通株式の総数は年100,000株以内
（ただし、本議案が承認可決された日以降、当社の普通株式の株式分割（当社の普通株式
の無償割当てを含む。）又は株式併合が行われた場合、その他譲渡制限付株式として発行
又は処分をされる当社の普通株式の総数の調整が必要な事由が生じた場合には、当該総数
を、合理的な範囲で調整する。）といたします。
なお、その１株当たりの払込金額は各取締役会決議の日の前営業日における東京証券取

引所における当社の普通株式の終値（同日に取引が成立していない場合は、それに先立つ
直近取引日の終値）とします。また、これによる当社の普通株式の発行又は処分に当たっ
ては、当社と対象取締役との間で、以下の内容を含む譲渡制限付株式割当契約（以下「本
割当契約」という。）を締結するものといたします。

定時株主総会招集通知 （宝印刷）  2019年01月15日 17時45分 $FOLDER; 12ページ （Tess 1.50(64) 20181220_01）



招
集
ご
通
知

事
業
報
告

連
結
計
算
書
類

計
算
書
類

監
査
報
告
書

株
主
総
会
参
考
書
類

― 12 ―

　 (1) 譲渡制限期間
対象取締役は、本割当契約により割当てを受けた日より、20年間から30年間ま

での間で当社の取締役会があらかじめ定める期間（以下「譲渡制限期間」とい
う。）、本割当契約により割当てを受けた当社の普通株式（以下「本割当株式」とい
う。）について、譲渡、担保権の設定、その他の処分をしてはならない（以下「譲
渡制限」という。）。ただし、譲渡制限期間については、指名・報酬委員会へ諮問
し、その答申を受けたうえで、取締役会の決議により決定するものとする。

　 (2) 退任又は退職時の取扱い
対象取締役が譲渡制限期間満了前に当社の取締役（監査等委員である取締役を除
く。）又は取締役を兼務しない執行役員のいずれの地位をも退任又は退職した場合
には、その退任又は退職につき、任期満了、死亡その他正当な理由がある場合を除
き、当社は、本割当株式を当然に無償で取得する。

　 (3) 譲渡制限の解除
上記（1）の定めにかかわらず、当社は、対象取締役が、譲渡制限期間中、継続

して、当社の取締役（監査等委員である取締役を除く。）又は取締役を兼務しない
執行役員にあったことを条件として、本割当株式の全部について、譲渡制限期間が
満了した時点をもって譲渡制限を解除する。ただし、当該対象取締役が、任期満
了、死亡その他正当な理由により、譲渡制限期間が満了する前に上記（2）に定め
る地位を退任又は退職した場合には、譲渡制限を解除する本割当株式の数及び譲渡
制限を解除する時期を、必要に応じて合理的に調整するものとする。また、当社
は、上記の規定に従い譲渡制限が解除された直後の時点において、なお譲渡制限が
解除されていない本割当株式を当然に無償で取得する。

　 （4）組織再編等における取扱い
上記（1）の定めにかかわらず、当社は、譲渡制限期間中に、当社が消滅会社と

なる合併契約、当社が完全子会社となる株式交換契約又は株式移転計画その他の組
織再編等に関する事項が当社の株主総会（ただし、当該組織再編等に関して当社の
株主総会による承認を要さない場合においては、当社の取締役会）で承認された場
合には、当社の取締役会の決議により、譲渡制限期間の開始日から当該組織再編等
の承認の日までの期間を踏まえて合理的に定める数の本割当株式について、当該組
織再編等の効力発生日に先立ち、譲渡制限を解除する。また、当社は、上記に規定
する場合、譲渡制限が解除された直後の時点において、譲渡制限が解除されていな
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い本割当株式を当然に無償で取得する。
　 （5）その他の事項

本割当契約に関するその他の事項は、当社の取締役会において定めるものとす
る。

なお、本制度においては、対象取締役のほか、当社の取締役を兼務しない執行役員に対
しても、対象取締役に対するものと同様の譲渡制限付株式報酬を取締役会の決議により支
給し、当社の普通株式を新たに発行又は処分する予定です。

以 上
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(添付書類)
事 業 報 告
（2017年12月１日から
2018年11月30日まで）

１．企業集団の現況に関する事項
　 (1)事業の経過及びその成果

当連結会計年度における世界経済は、米国の保護貿易政策を発端とする貿易摩擦の激化
や一部の地域における地政学リスク等不透明感はあるものの、全体としては緩やかな回復
基調となりました。欧米は消費、生産、輸出に支えられて堅調に推移しました。中国も個
人消費、輸出に減速が見られましたが成長は持続、その他アジアの新興国は以前の高い伸
びと比べて鈍化したものの一定の成長を持続しました。国内においては、生産、輸出に支
えられ拡大を維持してきましたが、自然災害等で個人消費が伸び悩み期末にかけて減速基
調となりました。
　当社グループにおいては、主要ユーザーである自動車関連産業向けをはじめ多くの業種
で需要が好調に推移する中で、Ａブランドをはじめとする標準品、特殊品ともに受注が強
く、主力のタップや超硬製品の生産能力の増強及び自動化に努めて増産をしております
が、生産能力が逼迫している状況が続いております。製品別売上ではタップ、超硬ドリル
を中心に増加しました。また海外売上高比率は、欧州でのＭ＆Ａによる売上高増加もあり
58.4％（前期は57.6％）と増加しました。営業利益は、全世界的に主力工場の稼働率が上
がり売上が好調だったことで前期と比較して増加しました。
以上の結果、売上高は1,313億６千８百万円（前期比9.3％増）、営業利益は225億２千
万円（前期比17.7％増）、経常利益は225億６千７百万円（前期比17.9％増）、親会社株主
に帰属する当期純利益は147億１千万円（前期比5.1％増）となりました。
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セグメントの業績は次のとおりであります。
（日本）
売上高は763億７千４百万円（前期比8.4％増）、営業利益は117億７千９百万円（前期

比8.9％増）となりました。
国内では、主要ユーザーである自動車関連産業をはじめ、幅広い業種から需要は堅調に

推移しました。輸出需要もアジア、欧州向けが堅調となりました。主力のタップ、超硬ド
リル、超硬エンドミル及びハイスドリルの売上が増加し前期と比較して増収増益となりま
した。

（米州)
売上高は230億８千１百万円（前期比6.6％増）、営業利益は33億７千９百万円（前期比

18.5％増）となりました。
主要市場の北米では、航空機関連産業向けが好調で自動車関連産業向けをはじめとする

その他業種の需要も堅調に推移しました。メキシコでは自動車関連産業向けが引き続き堅
調に推移しました。ブラジルでは国内需要は超硬ドリルの需要が堅調に推移し、輸出需要
も好調でレアル安による外貨建売上が増益に貢献しました。米州セグメント全体では、円
高による為替換算の影響を受けたものの、主力のタップ、超硬ドリル及び超硬エンドミル
の売上が増加したことにより前期と比較して増収増益となりました。

（欧州・アフリカ)
売上高は223億５百万円（前期比22.0％増）、営業利益は18億９千１百万円（前期比

58.4％増）となりました。
欧州・アフリカでは、自動車関連産業向け需要を中心に業績は順調に推移しました。相

対的にシェアの低い当地域では営業力の強化に注力しております。既存市場での標準品の
販売強化、大手ユーザー開拓による特殊品の拡販、航空機関連産業向けの販売力及び開発
力の強化等により着実なシェア向上を図っております。主力のタップに加えて超硬ドリ
ル、超硬エンドミルなどの売上が増加したこと、また、ユーロ高による為替換算の影響も
あり前期と比較して増収増益となりました。なお、当連結会計年度期首よりフランス及び
ドイツに所在する子会社２社を新たに連結子会社として加えております。
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（アジア)
売上高は343億３千６百万円（前期比10.4％増）、営業利益は55億９千６百万円（前期

比19.4％増）となりました。
中国では自動車関連産業向けを中心に多くの産業で市況は好調に推移しました。韓国で

は自動車関連産業向けは横ばい、ＩＴ関連産業向けは低調で前期売上は維持しながらも減
益となりました。台湾では主力のタップが増加し、大手ユーザー開拓により超硬ドリルが
大きく伸び、業績は順調に推移しました。新興国等その他のアジア地域では各拠点総じて
好調に推移し着実にシェアを増加させています。アジアセグメント全体では、主力のタッ
プ及び超硬ドリルの売上が増加したことにより前期と比較して増収増益となりました。

　セグメント別売上高

区 分
前連結会計年度 当連結会計年度 前年度比増減
金 額
(百万円)

金 額
(百万円)

金 額
(百万円)

比率
(％)

日 本 70,477 76,374 5,897 8.4
米 州 21,643 23,081 1,437 6.6
欧 州 ・ ア フ リ カ 18,282 22,305 4,023 22.0
ア ジ ア 31,102 34,336 3,233 10.4

計 141,505 156,097 14,591 10.3
調 整 額 △21,307 △24,728 △3,421 △16.1
合 計 120,198 131,368 11,170 9.3
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　 (2)対処すべき課題
当社グループは、中期経営計画において目標とする経営指標や対処すべき課題を掲げ、

諸施策を実施しております。
海外市場でのシェアアップを最重要課題とし、大手ユーザー開拓とカタログ品戦略を柱

にグローバル市場における経済情勢、技術のパラダイムシフト等経営環境の変化に対応
し、グループの持続的成長と世界トップの穴加工用切削工具メーカーを目指します。具体
的には以下の諸施策を推進することにより、2020年11月期に売上高1,500億円の達成を
目指します。

　 １．大手ユーザーの開拓
最適な加工方法の提案、最先端技術を取り入れた製品を投入するとともに、対面型販
売組織をグローバルで拡充することにより、自動車、航空機関連産業をはじめとする大
手ユーザー開拓を推進します。また医療分野など今後成長が期待できる市場での顧客開
拓を推進します。

　 ２．カタログ品戦略
主力製品ごとにフラッグシップである「Ａブランド製品」のラインナップを拡充する
ことにより、ＯＳＧブランドの価値向上を図るとともに、海外販売代理店網の強化に取
り組むことにより、ボリュームゾーンでのシェアアップを目指します。

　 ３．海外市場でのシェアアップ
グローバルで積極的に経営資源を投入し、競合他社との差別化を図るための生産、販

売組織の増強を図ります。海外においてテクニカルセンターを拡充し、ユーザー対応力
を強化して参ります。またＭ＆Ａを継続的・効果的に行うことで、そのスピードを高め
て参ります。

　
今後とも当社グループは、さらに地球規模で事業を展開し、世界のものづくり産業の発
展に貢献して参ります。株主の皆様におかれましては、引き続き一層のご支援、ご鞭撻を
賜りますようお願い申しあげます。
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　 (3)資金調達の状況
　当連結会計年度においては、社債又は新株式の発行等による資金調達は行っておりませ
ん。
　

　 (4)設備投資等の状況
　当連結会計年度に実施いたしました設備投資の総額は117億２千５百万円であり、日本
で65億７千８百万円、米州で15億４千３百万円、欧州・アフリカで10億７千４百万円、
アジアで25億２千９百万円です。

　
　 (5)財産及び損益の状況

区 分 第103期
2015年度

第104期
2016年度

第105期
2017年度

第106期
(当連結会計年度)
2018年度

売 上 高 (百万円) 111,917 105,561 120,198 131,368
経 常 利 益 (百万円) 21,510 17,813 19,144 22,567
親会社株主に帰属する当期純利益 (百万円) 12,518 10,134 13,993 14,710
１株当たり当期純利益 (円) 131.78 110.59 153.70 150.47
総 資 産 (百万円) 155,129 156,081 166,712 178,054
純 資 産 (百万円) 113,637 103,059 128,394 138,354
(注) １株当たり当期純利益は、自己株式を控除した期中平均発行済株式総数により算出しております。
　

定時株主総会招集通知 （宝印刷）  2019年01月15日 17時45分 $FOLDER; 19ページ （Tess 1.50(64) 20181220_01）



― 19 ―

　 (6)重要な子会社の状況
名 称 所 在 地 資 本 金 議決権比率 主要な事業内容

オーエスジー ユーエスエー
イ ン コ ー ポ レ ー テ ッ ド ア メ リ カ

千米ドル ％ 精密切削工具、転造工具の
製造及び販売62,000 100.0

オ ー エ ス ジ ー カ ナ ダ
リ ミ テ ッ ド カ ナ ダ

千カナダドル
精密切削工具の製造及び販売3,575 (100.0)

オ ー エ ス ジ ー ロ イ コ
エ ス エ イ デ シ ー ブ イ メ キ シ コ

千メキシコペソ
精密切削工具の製造及び販売50 (99.9)

オーエスジー スラメリカナ
デ フェラメンタス リミターダ ブ ラ ジ ル

千レアル
精密切削工具の製造及び販売35,631 100.0

オ ー エ ス ジ ー
ゲ ー エ ム ベ ー ハ ー ド イ ツ

千ユーロ
精密切削工具の製造及び販売3,445 (100.0)

オ ー エ ス ジ ー ユ ー ケ ー
リ ミ テ ッ ド イ ギ リ ス

千ポンド
精密切削工具の製造及び販売1,405 (100.0)

大宝精密工具股份有限公司 台 湾
千新台湾ドル 精密切削工具、転造工具の

製造及び販売321,066 90.3

韓国オーエスジー株式会社 韓 国
千韓国ウォン 精密切削工具、転造工具の

製造及び販売3,000,000 49.0

欧 士 机 （上 海）
精 密 工 具 有 限 公 司 中 国

千人民元
精密切削工具の販売10,759 100.0

寧 波 市 大 宝 五 金
工 具 貿 易 有 限 公 司 中 国

千人民元 精密切削工具、転造工具の
製造及び販売7,237 (90.3)

昆山大宝精密工具有限公司 中 国
千人民元

精密切削工具の販売3,417 (90.3)

オ ー エ ス ジ ー ア ジ ア
ピーティーイー リミテッド シンガポール

千米ドル
精密切削工具等の販売15,678 100.0

オ ー エ ス ジ ー タ イ
カ ン パ ニ ー リ ミ テ ッ ド タ イ

千タイバーツ 精密切削工具、転造工具の
製造及び販売200,000 (100.0)

日本ハードメタル株式会社 神 奈 川 県
百万円 各種機械器具工具等の製造

及び販売100 100.0

三 和 精 機 株 式 会 社 愛 知 県
百万円

機械工具等の製造及び販売62 87.7

(注) １. ( )内の議決権比率は間接所有であり、オーエスジー カナダ リミテッド及びオーエスジー ロイコ エ
スエイ デ シーブイは当社子会社オーエスジー ユーエスエー インコーポレーテッドが、オーエスジ
ー ゲーエムベーハーは当社子会社オーエスジー ヨーロッパ エスエイが、オーエスジー ユーケー リ
ミテッドは当社子会社オーエスジー ヨーロッパ リミテッドが、寧波市大宝五金工具貿易有限公司及
び昆山大宝精密工具有限公司は当社子会社 大宝精密工具股份有限公司が、オーエスジー タイ カンパ
ニー リミテッドは当社子会社オーエスジー アジア ピーティーイー リミテッドがそれぞれ所有して
おります。
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２. オーエスジー スラメリカナ デ フェラメンタス リミターダの議決権比率は、子会社が保有する議決
権を含んでおります。

　当社の連結子会社は64社（前期63社)、持分法適用の非連結子会社は１社(前期－社）、
持分法適用の関連会社は２社 (前期３社）であります。

　
　 (7)主要な事業内容

　当社グループは精密機械工具の製造及び販売を主な事業としており、その主要な製品は
次のとおりであります。
製 品 区 分 主 要 製 品

切
削
工
具

ね じ 切 り 工 具 タップ、ダイス
ミーリングカッター エンドミル、インデキサブル工具
そ の 他 切 削 工 具 ドリル、ダイヤモンド工具

転 造 工 具 ねじ転造ダイス各種（丸・平・ロータリー・ラック形転造ダイス)、トリミング
ダイス

測 定 工 具 ねじゲージ
そ
の
他

工 作 機 械 ドリル研磨機、転造盤、各種工作機械
そ の 他 ツーリング工具、原材料、LHスティックス
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　 (8)主要な営業所及び工場
当 社 本 社 愛知県豊川市本野ケ原三丁目22番地
国内生産拠点 当社大池工場、八名工場、新城工場、豊橋工場、豊川工場 (以上、愛知

県）
日本ハードメタル株式会社（神奈川県）
オーエスジーコーティングサービス株式会社（愛知県）ほか

海外生産拠点 オーエスジー ユーエスエー インコーポレーテッド (アメリカ）
オーエスジー ロイコ エスエイ デ シーブイ（メキシコ）
オーエスジー スラメリカナ デ フェラメンタス リミターダ（ブラジル）
大宝精密工具股份有限公司（台湾）
韓国オーエスジー株式会社（韓国）
奥斯机（上海）精密工具有限公司（中国）
オーエスジー タイ カンパニー リミテッド（タイ）ほか

国内営業拠点 当社東京営業所（東京都)、名古屋営業所（愛知県)、
大阪営業所（大阪府）ほか
大宝産業株式会社、三和精機株式会社（以上、愛知県）ほか

海外営業拠点 オーエスジー ユーエスエー インコーポレーテッド (アメリカ）
オーエスジー ゲーエムベーハー（ドイツ）
オーエスジー アジア ピーティーイー リミテッド（シンガポール）
欧士机（上海）精密工具有限公司（中国）ほか
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　 (9)従業員の状況
　 ①企業集団の従業員

区分 従業員数 前期末比増減
国内 2,959名 136名増
米州 1,315名 91名増

欧州・アフリカ 917名 107名増
アジア 1,829名 75名増
合計 7,020名 409名増

　
　 ②当社の従業員

従業員数 前期末比増減 平均年齢 平均勤続年数
1,811名 １名減 42.8歳 17.6年

　
　 (10)主要な借入先

借 入 先 借 入 金 残 高
株 式 会 社 三 井 住 友 銀 行 5,618 百万円

株 式 会 社 十 六 銀 行 2,026
三 井 住 友 信 託 銀 行 株 式 会 社 1,790
株 式 会 社 三 菱 UFJ 銀 行 977
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２．会社の株式に関する事項
(1)発行可能株式総数 200,000,000株

(2)発行済株式の総数 98,061,519株(自己株式 66,598株を含む)

(3)株主数 7,606名

　 (4)大株主（上位10名）
株 主 名 持株数 (千株) 持株比率 (％)

SSBTC CLIENT OMNIBUS ACCOUNT 7,208 7.36

日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口） 5,881 6.00

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信
託口） 4,581 4.68

オーエスジーエージェント会 2,957 3.02
オーエスジー持株会 2,455 2.51
公益財団法人大澤科学技術振興財団 2,310 2.36
野村信託銀行株式会社（投信口） 2,284 2.33
株式会社三井住友銀行 2,100 2.14
トヨタ自動車株式会社 2,100 2.14
日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信
託口５） 1,906 1.95

(注) １. 持株数は千株未満を切り捨てて表示しております。
２．持株比率は自己株式を控除して算出しております。

　 (5)その他株式に関する重要な事項
当事業年度における新株予約権付社債に付された新株予約権の行使により、発行済株式
の総数が208,179株、資本金が170,000,000円、資本準備金が170,000,000円増加してお
ります。
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３．会社の新株予約権等に関する事項
　 (1)当社役員が保有している職務執行の対価として交付された新株予約権の状況

　該当事項はありません。

　 (2)当事業年度中に職務執行の対価として使用人等に交付した新株予約権の状況
　該当事項はありません。

　 (3)その他新株予約権等に関する重要な事項
①2012年３月15日開催の取締役会決議に基づき発行した2022年満期ユーロ円建転換社債
型新株予約権付社債の概要

区 分 2022年満期ユーロ円建転換社債型新株予約権付社債
（2012年４月２日（ロンドン時間））

新株予約権の数 186個

新株予約権の目的とな
る株式の種類及び数

当社普通株式
本新株予約権の行使により当社が当社普通株式を交付
する数は、行使請求に係る本社債の額面金額の総額を
下記記載の転換価額で除した数とする。但し、行使に
より生じる１株未満の端数は切り捨て、現金による調
整は行わない。

新株予約権の払込金額 無償

転換価額 1,633.2円

新株予約権を行使する
ことができる期間

2012年４月16日から2022年３月21日まで
（行使請求受付場所現地時間）

新株予約権の行使の条
件

各本新株予約権の一部行使はできない。
2021年10月４日までは、本新株予約権付社債権者
は、ある四半期の最後の取引日に終了する30連続取
引日のうちいずれかの20取引日において、当社普通
株式の終値が、当該最後の取引日において適用のある
転換価額の120％を超えた場合に限って、翌四半期の
初日から末日（但し、2021年10月１日に開始する四
半期に関しては、2021年10月３日）までの期間にお
いて、本新株予約権を行使することができる。

転換社債型新株予約権
付社債の残高 18億６千万円

　

定時株主総会招集通知 （宝印刷）  2019年01月15日 17時45分 $FOLDER; 25ページ （Tess 1.50(64) 20181220_01）



― 25 ―

②2016年１月20日開催の取締役会決議に基づき発行した新株予約権の概要

区 分 第Ⅰ回新株予約権

新株予約権の数 16,620個

新株予約権の目的とな
る株式の種類及び数

当社普通株式 1,662,000株
（新株予約権１個につき100株）

新株予約権の払込金額 新株予約権１個当たり 800円

新株予約権の行使時の
払込金額 １株当たり 2,016円

新株予約権を行使する
ことができる期間 2019年３月１日～2023年２月28日

新株予約権の行使の条
件 （注）

新株予約権の割当先
　当社取締役
　当社従業員
　当社子会社取締役
　当社子会社従業員

10名 8,000個
117名 6,440個
21名 1,900個
14名 280個

(注) 新株予約権の行使の条件
１. 新株予約権者は、2018年11月期から2020年11月期までのいずれかの期の有価証券報告書に記載され
る連結損益計算書（連結損益計算書を作成していない場合、損益計算書）における売上高が1,500 億
円を超過した場合、当該売上高の水準を最初に充たした期の有価証券報告書の提出日の翌月１日から
行使期間の末日までに本新株予約権を行使することができる。

２. 新株予約権者は、新株予約権の権利行使時においても、当社又は当社関係会社の取締役、監査役又は
従業員であることを要する。ただし、任期満了による退任、定年退職、その他正当な理由があると取
締役会が認めた場合は、この限りではない。

３. 新株予約権者が行使期間中に死亡した場合は、新株予約権者の法定相続人のうち、予め当社所定の書
面により届け出た１名（以下、権利継承者という。）に限り、当該本新株予約権者が付与された権利
の範囲内で本新株予約権を行使できるものとする。なお、権利継承者が死亡した場合、権利継承者の
相続人は、権利継承者が保有する本新株予約権を行使することができるものとする。ただし、新株予
約権者が、当社所定の書面により、相続人による権利行使を希望しない旨を申し出た場合は、この限
りではない。

４. 本新株予約権の行使によって、当社の発行済株式総数が当該時点における授権株式数を超過すること
となるときは、当該本新株予約権の行使を行うことはできない。

５. 各本新株予約権１個未満の行使を行うことはできない。
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４．会社役員に関する事項
　 (1)取締役の氏名等

地 位 ふりがな
氏 名 担当及び重要な兼職の状況

代 表 取 締 役 社 長
いし かわ のり お

石 川 則 男

最高経営責任者（CEO）
グローバルマーケティング部、中華圏、経営監査室、経営企画
室担当
[重要な兼職の状況]
日本ハードメタル㈱取締役
三和精機㈱取締役
オーエスジー ユーエスエー インコーポレーテッド取締役
オーエスジー ヨーロッパ エスエイ取締役
韓国オーエスジー㈱理事
大宝精密工具股份有限公司董事長
欧士机（上海）精密工具有限公司董事長
オーエスジー アジア ピーティーイー リミテッド取締役
オーエスジー タイ カンパニー リミテッド取締役

取締役（監査等委員）
おお さわ ご へい

大 沢 吾 平 [重要な兼職の状況]
韓国オーエスジー㈱監事

取締役（監査等委員）
なか がわ たけ お

中 川 威 雄

[重要な兼職の状況]
ファインテック㈱代表取締役会長
ファナック㈱社外監査役
㈱ツガミ社外取締役（監査等委員）
(公財)大澤科学技術振興財団理事

取締役（監査等委員）
おお もり ひろ ゆき

大 森 宏 幸
[重要な兼職の状況]
大森木材㈱代表取締役会長
㈱イーグルプレカットサポートセンター代表取締役会長

取締役（監査等委員）
お の きょうしろう

小 野 喬四朗

取締役（監査等委員）
さかき よし ゆき

榊　 佳 之
[重要な兼職の状況]
㈻静岡雙葉学園理事長
(公財)大澤科学技術振興財団評議員

取締役（監査等委員）
たか はし あき と

高 橋 明 人
[重要な兼職の状況]
日本カーボン㈱社外取締役
㈱オリエンタルコンサルタンツホールディングス社外取締役
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(注) １. 当社は、取締役（監査等委員）中川威雄氏、大森宏幸氏、小野喬四朗氏、榊佳之氏及び高橋明人氏と
の間で会社法第427条第1項及び当社定款の規定に基づき、同法第423条第1項の損害賠償責任を限定
する契約を締結しております。当該契約により、各氏がその任務を怠ったことにより当社に損失を与
えた場合で、かつその職務を行うにつき善意でかつ重大な過失のないときは、同法第425条第1項に定
める最低責任限度額を限度として当社に対し、責任を負うものとしております。

２. 取締役（監査等委員）中川威雄氏、大森宏幸氏、小野喬四朗氏、榊佳之氏及び高橋明人氏は、社外取
締役であります。

３. 当社は、監査等委員会の職務を補助するものとして、監査等委員会室を設置し、重要会議への出席を
通じて情報収集を行うほか、内部統制システムを通じた組織的監査を実施することにより、監査の実
効性を確保していることから、常勤の監査等委員を選定しておりません。

４. 取締役（監査等委員）中川威雄氏が社外取締役を兼職しておりました株式会社ツガミは、2018年６月
20日付で監査等委員会設置会社へ移行し、同氏は株式会社ツガミの社外取締役（監査等委員）に就任
いたしました。

５. 取締役（監査等委員）高橋明人氏が社外取締役を兼職しておりました株式会社ＡＣＫグループは、
2018年12月25日付で株式会社オリエンタルコンサルタンツホールディングスに商号を変更しました。

６. 当事業年度中の取締役の異動は次のとおりであります。
(１)就任 2018年２月17日開催の第105回定時株主総会において、高橋明人氏が取締役（監査等委

員）に新たに選任され、就任いたしました。
(２)退任 2018年２月17日開催の第105回定時株主総会の終結の時をもって、取締役園部幸司氏、大

沢伸朗氏、早坂哲朗氏、大沢二朗氏、吉崎壽高氏、大沢秀朗氏、取締役（監査等委員）加
藤晃司氏が任期満了により退任いたしました。

定時株主総会招集通知 （宝印刷）  2019年01月15日 17時45分 $FOLDER; 28ページ （Tess 1.50(64) 20181220_01）



招
集
ご
通
知

事
業
報
告

連
結
計
算
書
類

計
算
書
類

監
査
報
告
書

株
主
総
会
参
考
書
類

― 28 ―

　 (2)取締役の報酬等の額
取締役（監査等委員を除く） ７名 194百万円（うち社外 －名 －百万円）
取締役（監査等委員） ７名 45百万円（うち社外 ５名 33百万円）

(注) １. 上記には、2018年２月17日開催の第105回定時株主総会終結の時をもって退任
した取締役(監査等委員を除く)６名及び取締役(監査等委員)１名を含んでおりま
す。

２. 上記報酬等の額には、2019年２月16日開催の第106回定時株主総会で決議が予
定されている役員賞与105百万円(取締役(監査等委員を除く))が含まれておりま
す。

３. 取締役（監査等委員を除く）報酬限度額は年額396百万円（2016年２月20日開
催の第103回定時株主総会決議）、取締役（監査等委員）報酬限度額は年額84百
万円（2016年２月20日開催の第103回定時株主総会決議）であります。

　 (3)社外役員に関する事項
　 ①重要な兼職先と当社との関係

　取締役（監査等委員）中川威雄氏は、ファインテック㈱の代表取締役、㈱ツガミの取
締役（監査等委員）、ファナック㈱の監査役及び公益財団法人大澤科学技術振興財団の
理事を兼務しております。なお、当社と上記３社及び法人との間に特別の利害関係はあ
りません。
　取締役（監査等委員）大森宏幸氏は、大森木材㈱及び㈱イーグルプレカットサポート
センターの代表取締役を兼務しております。なお、当社と上記２社との間に特別の利害
関係はありません。
　取締役（監査等委員）榊佳之氏は、学校法人静岡雙葉学園の理事長及び公益財団法人
大澤科学技術振興財団の評議員を兼務しております。なお、当社と上記２法人との間に
特別の利害関係はありません。
　取締役（監査等委員）高橋明人氏は、日本カーボン㈱及び㈱オリエンタルコンサルタ
ンツホールディングスの取締役を兼務しております。なお、当社と上記２社との間に特
別の利害関係はありません。

　 ②当事業年度における主な活動状況
　取締役（監査等委員）中川威雄氏は、当該事業年度開催の取締役会13回のうち13回
に出席し、長年にわたる学識経験者及び企業の経営者としての見地から適宜質問、助言
を行っております。また、当該事業年度開催の監査等委員会７回のうち７回に出席し、
監査の方法その他の監査等委員の職務の執行に関する事項について意見を述べておりま
す。
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　取締役（監査等委員）大森宏幸氏は、当該事業年度開催の取締役会13回のうち13回
に出席し、長年にわたる企業の経営者としての見地から適宜質問、助言を行っておりま
す。また、当該事業年度開催の監査等委員会７回のうち７回に出席し、監査の方法その
他の監査等委員の職務の執行に関する事項について意見を述べております。
　取締役（監査等委員）小野喬四朗氏は、当該事業年度開催の取締役会13回のうち12
回に出席し、長年にわたる企業の経営者としての見地から適宜質問、助言を行っており
ます。また、当該事業年度開催の監査等委員会７回のうち７回に出席し、監査の方法そ
の他の監査等委員の職務の執行に関する事項について意見を述べております。
　取締役（監査等委員）榊佳之氏は、当該事業年度開催の取締役会13回のうち13回に
出席し、長年にわたる学識経験者としての見地から適宜質問、助言を行っております。
また、当該事業年度開催の監査等委員会７回のうち７回に出席し、監査の方法その他の
監査等委員の職務の執行に関する事項について意見を述べております。
　取締役（監査等委員）高橋明人氏は、2018年２月の就任後に開催の取締役会９回の
うち９回に出席し、長年にわたる弁護士としての見地から適宜質問、助言を行っており
ます。また、2018年２月の就任後に開催の監査等委員会６回のうち６回に出席し、監
査の方法その他の監査等委員の職務の執行に関する事項について意見を述べておりま
す。

　 ③独立役員の届出
当社は、取締役（監査等委員）中川威雄氏、大森宏幸氏、小野喬四朗氏、榊佳之氏及

び高橋明人氏を東京証券取引所及び名古屋証券取引所の定めに基づく独立役員として指
定し、両取引所に届け出ております。
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５．会計監査人の状況
　 (1)会計監査人の名称
　 有限責任監査法人トーマツ
　

　 (2)当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額
①公認会計士法第２条第１項の業務に係る報酬等の額 46百万円
②当社及び当社の連結子会社が会計監査人に支払うべき報酬等の合計額 46百万円

(注)１.当社と会計監査人との間の監査契約において、会社法に基づく監査と金融商
品取引法に基づく監査の監査報酬の額を区分しておりませんので、①の金額
には金融商品取引法に基づく監査の報酬等の額を含めて記載しております。

２．当社監査等委員会は、日本監査役協会が公表する「会計監査人との連携に関
する実務指針」を踏まえ、前事業年度の監査実績の分析・評価を行い、当事
業年度の監査計画における監査時間・配員計画及び報酬額の見積りの相当性
などを確認し、検討した結果、会計監査人の報酬等につき、会社法第399条
第１項の同意を行っております。

　

　 (3)当社の重要な子会社の計算書類等の監査の状況
　当社の重要な子会社のうち、オーエスジー ユーエスエー インコーポレーテッド、オーエ
スジー ロイコ エスエイ デ シーブイ、オーエスジー ゲーエムベーハー、オーエスジー ユ
ーケー リミテッド、韓国オーエスジー株式会社、寧波市大宝五金工具貿易有限公司、昆山
大宝精密工具有限公司、オーエスジー アジア ピーティーイー リミテッド及びオーエスジ
ー タイ カンパニー リミテッドは、当社の会計監査人以外の監査法人の監査を受けており
ます。また、オーエスジー カナダ リミテッド、オーエスジー スラメリカナ デ フェラメ
ンタス リミターダ、大宝精密工具股份有限公司及び欧士机（上海）精密工具有限公司は、
デロイト トウシュ トーマツのメンバーファームの監査を受けております。有限責任監査法
人トーマツとデロイト トウシュ トーマツは業務提携関係にあります。
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　 (4)会計監査人の解任又は不再任の決定の方針
　当社監査等委員会は、会計監査人が会社法第340条第1項各号に定める項目に該当すると
認められる場合には、監査等委員全員の同意に基づき会計監査人を解任いたします。この場
合、監査等委員会が選定した監査等委員は、解任した旨及び解任の理由を解任後最初に招集
される株主総会において報告いたします。
　また、当社監査等委員会は、会計監査人の職務の執行状況や当社の監査体制等を勘案して
会計監査人の変更が必要であると認められる場合には、株主総会に提出する会計監査人の解
任又は不再任に関する議案の内容を決定いたします。
　

６．会社の体制及び方針
　取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制その他会社の業務
の適正を確保するための体制
　当社が「内部統制システム構築の基本方針」として取締役会において決議した事項は、以
下のとおりであります。
(1)取締役及び使用人の職務の執行が法令・定款に適合することを確保するための体制
①企業倫理規定をはじめとするコンプライアンス体制に係る規定を定め、当社ならびに
当社の子会社及び関連会社（以下「当社グループ」という）の取締役、執行役員及び
使用人が法令・定款および社会規範を遵守した行動をとるための行動規範とする。
②コンプライアンス担当取締役を任命し、当社及び当社グループのコンプライアンス体
制の構築・維持・向上を図るため、「コンプライアンス委員会」を設置する。
③内部監査部門を設け、当社及び当社グループの内部統制の実施状況の監査およびコン
プライアンスの状況の監査を行うとともに内部統制システムの改善、徹底を図る。
④コンプライアンス委員会及び内部監査部門の活動状況は定期的に取締役会および監査
等委員会に報告されるものとする。
⑤法令上疑義のある行為等についての社内報告体制として社内報告システムを整備し、
社内通報規定（当社及び当社グループ）に基づきその運用を行うこととする。
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(2)取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制
①取締役の職務執行に係る情報を文書又は電磁的媒体 (以下「文書等」という) に記録
し、その取り扱いについては当社社内規定に従い適切に保存及び管理 (廃棄を含む) の
運用を実施し、必要に応じて運用状況の検証を行い、各規定の見直し等を行う。
②取締役及び監査等委員は常時これらの文書等を閲覧できるものとする。

　
(3)損失の危険の管理に関する規定その他の体制
①当社の業務執行に係るリスクの分類として、大きく(イ)外部環境、(ロ)業務プロセス、
(ハ)内部環境の３種類のリスクを認識し、その把握と管理責任部署を定め、リスク管
理体制を整える。
②リスク管理体制の基礎として、リスク管理規定（当社及び当社グループ）を定め、
個々のリスクについて管理責任部署を決定し、同規定に従ったリスク管理体制を構築
する。
③新たに発生したリスクについては、取締役会においてすみやかに管理責任部署を定め
る。

④内部監査部門はリスク管理責任部署ごとにリスク管理の状況を監査し、その結果を定
期的に「コンプライアンス委員会」担当取締役および取締役会に報告し、取締役会に
おいて改善策を審議・決定する。

(4)取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制
①取締役会は、取締役、執行役員及び使用人が共有する全社的な目標を定め、執行役員
はその目標達成のために各部門の具体的目標及び効率的な達成の方法を定める。
②取締役会は、定期的に業務執行の進捗状況を評価し、改善策を策定、全社的な業務執
行の効率化を実現する体制を構築する。
③取締役会の決定に基づく業務執行については、職務権限規定、業務分掌規定等におい
て職務権限委譲、意思決定のルールを策定する。
④取締役会による年度経営計画の策定と月次・四半期業績管理を実施する。
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(5)当社及び子会社からなる企業集団における業務の適正を確保するための体制
①当社取締役会及び当社グループ各社の社長は、グループ各社のコンプライアンス体制、
リスク管理体制を構築する権限と責任を有する。
②当社グループの業務の適正を確保するため、当社グループ会社管理規定を定める。
③当会社の内部監査部門は、当会社および当社グループ各社の業務執行状況について監
査を実施し、その結果を当会社取締役会および当社グループ各社の社長に報告し、必
要に応じて内部統制の改善策の指導、実施の支援・助言を行う。

(6)監査等委員会の職務を補助すべき取締役及び使用人に関する体制並びにその取締役及び使
用人の他の取締役（監査等委員である取締役を除く。）からの独立性に関する事項
①監査等委員会が監査業務を補助する使用人を置くことを求めた場合、その職務を補助
する使用人を選任する。
②監査業務を補助すべき使用人の選任、解任については、監査等委員会の同意を必要と
する。
③当該使用人については、取締役からの独立性を確保する。
④当該使用人については、監査等委員の指示命令に従うものとする。

(7)取締役及び使用人が監査等委員会に報告するための体制、その他の監査等委員会への報告
に関する体制
①取締役、執行役員及び使用人は、監査等委員会に対して法定の事項に加え、当社及び
当社グループの業務又は業績に影響を及ぼす重要な事項、内部監査の実施状況につい
て、その都度報告する体制を整備する。
②内部通報に関する規定（当社及び当社グループ）を定め、その適切な運用を維持する
ことにより、法令違反その他コンプライアンス上の問題について、監査等委員会への
適切な報告体制及び内部通報をしたことを理由として不利な取り扱いを受けないこと
を確保するための体制を整備する。

定時株主総会招集通知 （宝印刷）  2019年01月15日 17時45分 $FOLDER; 34ページ （Tess 1.50(64) 20181220_01）



招
集
ご
通
知

事
業
報
告

連
結
計
算
書
類

計
算
書
類

監
査
報
告
書

株
主
総
会
参
考
書
類

― 34 ―

(8)その他監査等委員会の監査が実効的に行われることを確保するための体制
①監査等委員会と代表取締役社長あるいは会計監査人との間の定期的な意見交換会を開
催する。
②監査等委員会は監査の実施にあたり、必要に応じて弁護士、公認会計士等の外部の専
門家を活用し監査業務に関する助言を受ける機会を保障される。
③監査等委員は、職務の執行について生じる費用の前払又は償還の手続きその他の当該
職務の執行について生ずる費用又は債務の処理の履行を保障される。

　
　上記業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要は以下のとおりであります。
1.リスク管理規定に基づき、定期的なリスク評価と対応状況の判定を行い、対処すべき
リスクの低減に努めました。
2.財務報告に係る内部統制運用管理規定に基づき、全社統制・ＩＴ統制、決算プロセス
及び業務プロセスの運用状況を確認し、健全化に努めました。

　

〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰
本事業報告中の記載金額につきましては、表示単位未満を切り捨てて表示しております。
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連 結 貸 借 対 照 表
（2018年11月30日現在） (単位：百万円)

資 産 の 部 負 債 の 部
科 目 金 額 科 目 金 額

流 動 資 産 92,596 流 動 負 債
支 払 手 形 及 び 買 掛 金
短 期 借 入 金
１年内返済予定の長期借入金
未 払 費 用
未 払 法 人 税 等
繰 延 税 金 負 債
役 員 賞 与 引 当 金
そ の 他

固 定 負 債
転換社債型新株予約権付社債
長 期 借 入 金
繰 延 税 金 負 債
退 職 給 付 に 係 る 負 債
役 員 退 職 慰 労 引 当 金
そ の 他

24,202
6,067
2,282
1,175
7,878
2,732

0
390
3,675
15,496
1,860
10,294
986
511
27

1,815

現 金 及 び 預 金 24,406
受 取 手 形 及 び 売 掛 金 25,128
有 価 証 券 0
商 品 及 び 製 品 24,237
仕 掛 品 7,443
原 材 料 及 び 貯 蔵 品 7,121
繰 延 税 金 資 産 1,676
そ の 他 2,781
貸 倒 引 当 金 △198

固 定 資 産 85,457
有 形 固 定 資 産 72,226
建 物 及 び 構 築 物 19,871
機 械 装 置 及 び 運 搬 具 32,269
土 地 15,172
建 設 仮 勘 定 2,748
そ の 他 2,164
無 形 固 定 資 産 4,000 負 債 合 計 39,699
の れ ん 3,367 純 資 産 の 部
そ の 他 633 株 主 資 本 125,886
投 資 そ の 他 の 資 産 9,229 資 本 金 12,124
投 資 有 価 証 券 4,610 資 本 剰 余 金 13,662
出 資 金 1,859 利 益 剰 余 金 100,260
長 期 貸 付 金 412 自 己 株 式 △161
繰 延 税 金 資 産 715 その他の包括利益累計額 △553
退 職 給 付 に 係 る 資 産 75 その他有価証券評価差額金 1,608
そ の 他 1,937 為 替 換 算 調 整 勘 定 △2,161
貸 倒 引 当 金 △381 新 株 予 約 権 13

非 支 配 株 主 持 分 13,008
純 資 産 合 計 138,354

資 産 合 計 178,054 負 債 及 び 純 資 産 合 計 178,054
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連 結 損 益 計 算 書
（2017年12月１日から2018年11月30日まで） (単位：百万円)

科 目 金 額
売 上 高 131,368
売 上 原 価 74,833
売 上 総 利 益 56,535
販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 34,015
営 業 利 益 22,520
営 業 外 収 益
受 取 利 息 217
受 取 配 当 金 105
そ の 他 1,140 1,463

営 業 外 費 用
支 払 利 息 164
売 上 割 引 817
為 替 差 損 119
そ の 他 313 1,415
経 常 利 益 22,567
税 金 等 調 整 前 当 期 純 利 益 22,567
法 人 税、 住 民 税 及 び 事 業 税 7,111
法 人 税 等 調 整 額 △184 6,926
当 期 純 利 益 15,641
非 支 配 株 主 に 帰 属 す る 当 期 純 利 益 930
親 会 社 株 主 に 帰 属 す る 当 期 純 利 益 14,710
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連結株主資本等変動計算書
（2017年12月１日から2018年11月30日まで） (単位：百万円)

株 主 資 本
資 本 金 資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金 自 己 株 式 株主資本合計

2017 年 12 月 １ 日 残 高 11,954 13,492 90,308 △1,229 114,526
連 結 会 計 年 度 中 の 変 動 額
新株の発行（新株予約権の行使） 170 170 340
剰 余 金 の 配 当 　 　 △4,583 　 △4,583
親会社株主に帰属する当期純利益 　 　 14,710 　 14,710
自 己 株 式 の 取 得 　 　 　 △9 △9
自 己 株 式 の 処 分 △127 1,077 950
連 結 範 囲 の 変 動 △47 △47
株主資本以外の項目の連結
会計年度中の変動額（純額) 　 　 　 　 　

連結会計年度中の変動額合計 170 170 9,952 1,067 11,359
2018 年 11 月 30 日 残 高 12,124 13,662 100,260 △161 125,886
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その他の包括利益累計額
新株
予約権

非 支 配
株主持分

純資産
合計

その他有
価証券評
価差額金

繰 延
ヘ ッ ジ
損 益

為替換算
調整勘定

その他の
包括利益
累 計 額
合 計

2017 年 12 月 １ 日 残 高 2,019 △0 △735 1,283 13 12,570 128,394
連 結 会 計 年 度 中 の 変 動 額
新株の発行（新株予約権の行使） 340
剰 余 金 の 配 当 　 　 　 　 △4,583
親会社株主に帰属する当期純利益 　 　 　 　 14,710
自 己 株 式 の 取 得 　 　 　 　 △9
自 己 株 式 の 処 分 950
連 結 範 囲 の 変 動 △47
株主資本以外の項目の連結
会計年度中の変動額（純額) △410 0 △1,426 △1,837 － 437 △1,399

連結会計年度中の変動額合計 △410 0 △1,426 △1,837 － 437 9,960
2018 年 11 月 30 日 残 高 1,608 － △2,161 △553 13 13,008 138,354
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貸 借 対 照 表
（2018年11月30日現在） (単位：百万円)

資 産 の 部 負 債 の 部
科 目 金 額 科 目 金 額

流 動 資 産 32,815 流 動 負 債 17,789
現 金 及 び 預 金 5,725 買 掛 金 2,749
受 取 手 形 237 短 期 借 入 金 1,500
売 掛 金 9,363 １年内返済予定の長期借入金 1,810
商 品 及 び 製 品 6,232 未 払 費 用 4,382
仕 掛 品 3,661 未 払 法 人 税 等 920
原 材 料 及 び 貯 蔵 品 1,613 役 員 賞 与 引 当 金 291
繰 延 税 金 資 産 308 そ の 他 6,134
短 期 貸 付 金 4,885 固 定 負 債 12,610
そ の 他 786 転換社債型新株予約権付社債 1,860

固 定 資 産 66,970 長 期 借 入 金 10,400
有 形 固 定 資 産 26,593 繰 延 税 金 負 債 284
建 物 7,306 そ の 他 65
構 築 物 372 負 債 合 計 30,399
機 械 及 び 装 置 11,421 純 資 産 の 部
車 両 運 搬 具 91 株 主 資 本 67,860
工 具、 器 具 及 び 備 品 668 資 本 金 12,124
土 地 6,158 資 本 剰 余 金 13,771
建 設 仮 勘 定 574 資 本 準 備 金 13,771
無 形 固 定 資 産 254 利 益 剰 余 金 42,088
ソ フ ト ウ エ ア 200 利 益 準 備 金 2,008
ソ フ ト ウ エ ア 仮 勘 定 13 そ の 他 利 益 剰 余 金 40,080
施 設 利 用 権 31 特 別 償 却 準 備 金 2
特 許 実 施 権 8 固 定 資 産 圧 縮 積 立 金 117
投 資 そ の 他 の 資 産 40,122 別 途 積 立 金 10,500
投 資 有 価 証 券 3,514 繰 越 利 益 剰 余 金 29,460
関 係 会 社 株 式 26,203 自 己 株 式 △124
出 資 金 4 評 価 ・ 換 算 差 額 等 1,512
関 係 会 社 出 資 金 7,091 その他有価証券評価差額金 1,512
長 期 貸 付 金 3,003 新 株 予 約 権 13
そ の 他 394
貸 倒 引 当 金 △89 純 資 産 合 計 69,386

資 産 合 計 99,785 負 債 及 び 純 資 産 合 計 99,785
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損 益 計 算 書
（2017年12月１日から2018年11月30日まで） (単位：百万円)

科 目 金 額
売 上 高 59,442
売 上 原 価 39,601
売 上 総 利 益 19,840
販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 11,956
営 業 利 益 7,884
営 業 外 収 益
受 取 利 息 35
受 取 配 当 金 2,835
そ の 他 522 3,393

営 業 外 費 用
支 払 利 息 3
そ の 他 915 918

経 常 利 益 10,358
税 引 前 当 期 純 利 益 10,358
法 人 税、 住 民 税 及 び 事 業 税 2,302
法 人 税 等 調 整 額 32 2,335
当 期 純 利 益 8,023
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株主資本等変動計算書
（2017年12月１日から2018年11月30日まで） (単位：百万円)

株 主 資 本

資 本 金
資 本 剰 余 金

資本準備金 資本剰余金合計
2017 年 12 月１日残高 11,954 13,601 13,601
事 業 年 度 中 の 変 動 額
新株の発行（新株予約権の行使） 170 170 170
剰 余 金 の 配 当 　 　 　
特別償却準備金の取崩 　 　 　
固定資産圧縮積立金の取崩 　 　 　
当 期 純 利 益 　 　 　
自 己 株 式 の 取 得 　 　 　
自 己 株 式 の 処 分
株主資本以外の項目の事業
年度中の変動額（純額) 　 　 　

事業年度中の変動額合計 170 170 170
2018年 11月 30日残高 12,124 13,771 13,771
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（単位：百万円)
株 主 資 本

利 益 剰 余 金

自己株式 株主資本
合計利益準備金

その他利益剰余金
利益剰余金
合計特別償却

準備金
固定資産
圧縮
積立金

別 途
積 立 金

繰越利益
剰余金

2017年12月１日残高 2,008 3 120 10,500 26,144 38,776 △1,196 63,135
事業年度中の変動額
新株の発行（新株予約権の行使） 340
剰 余 金 の 配 当 　 　 　 △4,583 △4,583 　 △4,583
特別償却準備金の取崩 　 △1 　 　 1 － 　 －
固定資産圧縮積立金の取崩 　 △2 　 2 － 　 －
当 期 純 利 益 　 　 　 8,023 8,023 　 8,023
自己株式の取得 　 　 　 　 　 △4 △4
自己株式の処分 △127 △127 1,077 950
株主資本以外の項目の事業
年度中の変動額（純額) 　 　 　 　

事業年度中の変動額合計 － △1 △2 － 3,316 3,312 1,072 4,724
2018年11月30日残高 2,008 2 117 10,500 29,460 42,088 △124 67,860

定時株主総会招集通知 （宝印刷）  2019年01月15日 17時45分 $FOLDER; 43ページ （Tess 1.50(64) 20181220_01）



― 43 ―

（単位：百万円)
評 価 ・ 換 算 差 額 等

新株予約権 純資産合計その他
有価証券
評価差額金

繰延ヘッジ
損益

評価・換算
差額等合計

2017年12月１日残高 1,906 △0 1,906 13 65,055
事業年度中の変動額
新株の発行（新株予約権の行使） 340
剰 余 金 の 配 当 　 　 △4,583
特別償却準備金の取崩 　 　 －
固定資産圧縮積立金の取崩 　 　 －
当 期 純 利 益 　 　 8,023
自 己 株 式 の 取 得 　 　 △4
自 己 株 式 の 処 分 950
株主資本以外の項目の事業
年度中の変動額（純額) △394 0 △394 － △394

事業年度中の変動額合計 △394 0 △394 － 4,330
2018年11月30日残高 1,512 － 1,512 13 69,386
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連結計算書類に係る会計監査人の監査報告書 謄本
独立監査人の監査報告書

2019年１月21日

オーエスジー株式会社

取 締 役 会 御 中

有限責任監査法人 ト ー マ ツ
指定有限責任社員
業務執行社員 公認会計士 鈴 木 晴 久 ㊞

指定有限責任社員
業務執行社員 公認会計士 藤 井 淳 一 ㊞
指定有限責任社員
業務執行社員 公認会計士 後 藤 泰 彦 ㊞

　当監査法人は、会社法第444条第4項の規定に基づき、オーエスジー株式会社の2017年12月１日から
2018年11月30日までの連結会計年度の連結計算書類、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結
株主資本等変動計算書及び連結注記表について監査を行った。

連結計算書類に対する経営者の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して連結計算書類を
作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない連結計算書類を作
成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

監査人の責任
　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から連結計算書類に対する意見
を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して
監査を行った。監査の基準は、当監査法人に連結計算書類に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的
な保証を得るために、監査計画を策定し、これに基づき監査を実施することを求めている。
　監査においては、連結計算書類の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続が実施される。監
査手続は、当監査法人の判断により、不正又は誤謬による連結計算書類の重要な虚偽表示のリスクの評価に
基づいて選択及び適用される。監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではない
が、当監査法人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、連結計算
書類の作成と適正な表示に関連する内部統制を検討する。また、監査には、経営者が採用した会計方針及び
その適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての連結計算書類の表示を検討す
ることが含まれる。
　当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。
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監査意見
　当監査法人は、上記の連結計算書類が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準
拠して、オーエスジー株式会社及び連結子会社からなる企業集団の当該連結計算書類に係る期間の財産及び
損益の状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

利害関係
　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以 上
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会計監査人の監査報告書 謄本
独立監査人の監査報告書

2019年１月21日

オーエスジー株式会社

取 締 役 会 御 中

有限責任監査法人 ト ー マ ツ
指定有限責任社員
業務執行社員 公認会計士 鈴 木 晴 久 ㊞
指定有限責任社員
業務執行社員 公認会計士 藤 井 淳 一 ㊞

指定有限責任社員
業務執行社員 公認会計士 後 藤 泰 彦 ㊞

　当監査法人は、会社法第436条第2項第1号の規定に基づき、オーエスジー株式会社の2017年12月１日か
ら2018年11月30日までの第106期事業年度の計算書類、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等
変動計算書及び個別注記表並びにその附属明細書について監査を行った。

計算書類等に対する経営者の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して計算書類及びそ
の附属明細書を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない計
算書類及びその附属明細書を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用
することが含まれる。
　
監査人の責任
　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から計算書類及びその附属明細
書に対する意見を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の
基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に計算書類及びその附属明細書に重要な虚偽表示
がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策定し、これに基づき監査を実施すること
を求めている。
　監査においては、計算書類及びその附属明細書の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続が
実施される。監査手続は、当監査法人の判断により、不正又は誤謬による計算書類及びその附属明細書の重
要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択及び適用される。監査の目的は、内部統制の有効性について意
見表明するためのものではないが、当監査法人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手
続を立案するために、計算書類及びその附属明細書の作成と適正な表示に関連する内部統制を検討する。ま
た、監査には、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も
含め全体としての計算書類及びその附属明細書の表示を検討することが含まれる。
　当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。
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監査意見
　当監査法人は、上記の計算書類及びその附属明細書が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業
会計の基準に準拠して、当該計算書類及びその附属明細書に係る期間の財産及び損益の状況をすべての重要
な点において適正に表示しているものと認める。

利害関係
　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以 上
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監査等委員会の監査報告書 謄本

監 査 報 告 書
当監査等委員会は、2017年12月１日から2018年11月30日までの第106期事業年度における取締役
の職務の執行について監査いたしました。その方法及び結果につき以下のとおり報告いたします。

　１．監査の方法及びその内容
監査等委員会は、会社法第399条の13第１項第１号ロ及びハに掲げる事項に関する取締役会決
議の内容並びに当該決議に基づき整備されている体制（内部統制システム）について取締役及び
使用人等からその構築及び運用の状況について定期的に報告を受け、必要に応じて説明を求め、
意見を表明するとともに、下記の方法で監査を実施しました。
①監査等委員会が定めた監査の方針、職務の分担等に従い、会社の内部統制部門と連携の上、重
要な会議に出席し、取締役及び使用人等からその職務の執行に関する事項の報告を受け、必要
に応じて説明を求め、重要な決裁書類等を閲覧し、本社及び主要な事業所において業務及び財
産の状況を調査しました。また、子会社については、子会社の取締役及び監査役等と意思疎通
及び情報の交換を図り、必要に応じて子会社から事業の報告を受けました。
②会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施しているかを監視及び検証すると
ともに、会計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求めま
した。また、会計監査人から「職務の遂行が適正に行われることを確保するための体制」（会
社計算規則第131条各号に掲げる事項）を「監査に関する品質管理基準」（2005年10月28日企
業会計審議会）等に従って整備している旨の通知を受け、必要に応じて説明を求めました。

以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及びその附属明細書、計算書類（貸借対照
表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表）及びその附属明細書並びに連結計算書類
（連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記表）について検討い
たしました。
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　２．監査の結果
(１) 事業報告等の監査結果
① 事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況を正しく示しているもの
と認めます。
② 取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令若しくは定款に違反する重大な事実は認め
られません。
③ 内部統制システムに関する取締役会の決議の内容は相当であると認めます。また、当該内部
統制システムに関する事業報告の記載内容及び取締役の職務の執行についても、指摘すべき事
項は認められません。

(２) 計算書類及びその附属明細書の監査結果
会計監査人有限責任監査法人トーマツの監査の方法及び結果は相当であると認めます。

(３) 連結計算書類の監査結果
会計監査人有限責任監査法人トーマツの監査の方法及び結果は相当であると認めます。

2019年１月22日
オーエスジー株式会社 監査等委員会
監査等委員 大 沢 吾 平 ㊞
監査等委員 中 川 威 雄 ㊞
監査等委員 大 森 宏 幸 ㊞
監査等委員 小 野 喬四朗 ㊞
監査等委員 榊　 佳 之 ㊞
監査等委員 高 橋 明 人 ㊞

（注） 監査等委員中川威雄、大森宏幸、小野喬四朗、榊佳之及び高橋明人は、会社法第２条第15
号及び第331条第６項に規定する社外取締役であります。

以 上
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株主総会 会場ご案内図
　

　

会 場
愛知県豊川市一宮町宮前149番地
オーエスジーアカデミー グローバルテクノロジーセンター

交通手段
・JR 飯 田 線
三河一宮駅下車 徒歩約３分

・JR 飯 田 線
豊川駅下車 東口から送迎バスを用
意いたしますのでご利用ください。
送迎バス出発予定時刻：午前９時05分

　午前９時35分
・東名高速道路

豊川インター（新城方面）より約２㎞
・お車でお越しの方は、当会場の駐車場
をご利用ください。
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